
別記第３号様式（第１１条関係）
共同出願契約書

○○○○○○（以下「甲」という。）と、高知県公立大学法人〔または高知工科大学〕（以下「乙」という。）は、下記に規定する知的財産の共同出願について、次の通り契約を締結する。

（定　義）

第１条　本契約書において、次に掲げる用語は次の定義によるものとする。

（１）「本件発明」とは、発明の名称「　　　　　　　　　　　　」をいう。

（２）「本件特許出願」とは、本件発明に係る特許出願をいう。

（３）「共有者」とは、甲と乙をいう。

（４）「本製品」とは、本件特許出願にもとづいて製造されたものをいう。

（５）「本件特許」とは、本件発明に基づいて得られる特許権をいう

（権利の共有と持分）

第２条　共有者は本件特許を共有し、その持分は甲が　　％、乙が　　％とする。

（権利の制限）

第３条　乙は、本件発明の実施行為を一切行わない。

２　甲は、乙が実施行為を行わない代償として、第５条に規定する条件に基づき、乙に実施料を支払う。

（諸手続及び費用）

第４条　本件発明が、行政処分により権利化されるに至る全手続きおよび権利化された後の権利維持及び権利保全に要する全費用は、甲が負担する。

２　本件特許出願およびその維持管理等の手続、ならびに第三者への譲渡、実施契約等の対外的手続きは、甲が行う。

３　甲は、第２項に定める手続きを行う場合には、事前に乙と協議し、事後速やかに手続、通知及び処分等の内容を明らかにする書類の写し１通を、乙に送付する。

（実施料）

第５条　甲が第３条１項に定める実施行為を行った場合は、甲は乙に対して、同条２項にもとづき実施料を支払うものとし、その金額等の詳細については、別途協議のうえ決定し、実施契約を締結する。

２　第１項については、本件発明の特許成立の有無に関わらず、甲の実施時から適用する。

３　甲は、第１項の支払いに際し、別に定める報告書により、本製品の生産数量、販売数量、在庫数量、売上金額その他の事項を乙に報告しなければならない。

４　第１項の規定により甲から支払われた金銭は、理由の如何を問わず返還しない。

（技術指導）

第６条　乙は、甲に対して、必要に応じて本製品を商品化するための適切な助言・相談を行う。ただし、本製品を商品化するために新たに研究開発を必要とする場合については、甲乙協議の上、甲は乙に技術指導を受けるための研究費を別途支払う。

（第三者への実施許諾）

第７条　甲または乙は、当事者の一方が本件特許を第三者への実施許諾を希望する場合、原則的にこれを認めなければならない。ただし許諾条件等は甲乙協議のうえ決定する。

２　甲が、本件発明に係る特許出願日から起算して３年間正当な理由なく実施しない場合、もしくは前項の規定により実施許諾を受けた者が、本件発明に係る実施許諾契約の日から起算して３年間正当な理由なく実施しない場合、乙は、第三者に対する本件発明の実施許諾を自由に行えるものとし、甲はこれに応じるものとする。

３　前第２項にいう正当な理由とは、甲がその理由を乙に開示し、乙が近い将来甲が確実に実施を行うと確信できる理由のことをいう。

４　甲及び乙は、第三者への実施許諾による実施料は、当該権利に係る持分に応じて受領する。

（関連発明の取扱）

第８条　甲は、本件発明に係る特許出願日から起算して３年以内に甲が単独でなした本件発明の改良発明、利用発明等の関連発明（以下「関連発明」という。）については、当該関連発明を第三者に公表する前に乙に通知しなければならない。当該関連発明の特許を受ける権利は共有とし、その持分は関連発明に対する貢献度等に応じて甲乙別途協議のうえ定めるものとする。ただし第三者への公開には、学会、研究発表、展示会、刊行物掲載、インターネットへの掲載、特許出願を含むものとする。

２　関連発明に係る諸手続き及び費用、その他については、前第４条（諸手続及び費用）、第５条（実施料）の規定に従って取り扱うものとする。

（外国出願）

第９条　甲及び乙は本件発明について、外国で知的財産権を取得する場合にも、前第２条（権利の共有と持分）、第４条（諸手続及び費用）、第５条（実施料）の規定に従うものとする。

（持分の処分等）

第１０条　甲乙は、いずれかが本件特許の持分の一部又は全部を譲渡し、若しくは本件特許を担保に供しようとするときは、予め他の当事者に通知して書面による同意を得なければならない。

２　甲または乙が、本件特許の持分を放棄するときは、予め他の当事者に通知したうえ特許庁に対し必要な手続きを取らなければならない。

３　前第一項ないし第二項に規定の処分等により発生する費用は、当該処分をしようとする者の負担とする。

（第三者との紛争等）

第１１条　甲及び乙は、本件特許に関し、無効、審判、判定又は侵害訴訟を第三者から提起された場合、又は、甲及び乙が、本件特許に関係ある第三者の特許出願若しくは特許権に関し、成立阻止、審判、判定又は侵害訴訟を提起する場合、その他第三者との間に紛争の生じた場合には、相互に協力して対処するものとする。

２　前項規定の紛争等の対処に要する費用は、甲が支払うものとする。

（権利侵害）

第１２条　甲または乙は、第三者が、本件特許ならびにこの権利取得後の侵害行為をする恐れまたは権利侵害している事を知得した場合には、遅滞なく相手方に連絡し、甲乙一致協力してこれに対処するものとする。

２　前項に要する費用は、甲が支払うものとする。

（有効期間）

第１３条　本契約の有効期間は、本契約締結日または本件発明出願日のいずれか早い方から本件特許の存続期間満了日までとする。

２　次の各号の一つに該当したときは、その該当日に終了するものとする。

（１）本件発明の特許出願が取り下げられ（取り下げたものと見なされる場合を含む）又は却下になったとき。

（２）本件発明の特許出願について拒絶すべき旨の査定又は審決が確定したとき。

（３）本件発明に基づいて得た特許権の無効の審決が確定したとき。

（４）甲乙の両方が本件特許を放棄、譲渡、譲渡担保設定を行った場合

　本契約成立の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する。

　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　甲　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　乙　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名
　

- 3 -

